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政権発足から約 2カ月半、非常に高い政権支持率を維持する高市総理だが、経済政策の面では課題を残し

た。昨年末に総理は「重要施策に予算を重点化し、市場の信認を確保する」と述べた。逆に言えば重点施策

への予算配分が不十分だったために、市場の信認を失いかけたのだ。それは長期金利の急上昇と円安を見れ

ば明らかだ。今年の高市政権の優先課題は、市場の信認を確保する正しい経済政策の実現だ。 

正しい経済政策は、結論的には生産性革命の実現である。図式化すると、経済成長率＝労働投入量増加率

＋労働生産性上昇率（以下、生産性上昇率）となる。日本は人口減少や既に高い労働参加率を勘案すると、

労働投入量を伸ばす余地は限定的だ。そこで経済成長率を高めるために生産性上昇率を高めるべきという議

論が古くから存在する。第二次安倍政権時代の 2015 年の成長戦略では、設備や技術、人材等に対する

「未来投資による生産性革命の実現」が掲げられた。2016 年の成長戦略では、「人口減少に伴う

供給制約や人手不足を克服する生産性革命」が謳われた。 

そして結果は出た。日本生産性本部が昨年に 2024 年の生産性関連の一連の統計を発表した。経

済がコロナ禍から正常化し人手不足が顕著で生産性を伸ばしやすい環境となっても、実質生産性

の伸びは 2023 年が 0.1％、2024 年は 0.2％と低調だった。国際比較では 2015 年の 20 位から 2024

年には 28 位まで低下した。更に言えば、この重要な事実に対するメディアや国民の関心が低い。 

 生産性は実質賃金に影響を与える。数式化すると、時給伸び率－生産性上昇率＝単位労働コス

ト上昇率≒物価上昇率となる。政府は賃上げを財界に要請しているが、生産性の上昇を伴わない

賃上げは物価を押し上げるだけだ。実質賃金を押し上げるのは生産性の上昇なのだ。 

日本の低い生産性の伸びは円安の一因にもなっている。それは、貿易財で生産性が上昇すると通貨価値が

高まるというバラッサ・サミュエルソン効果によって概ね説明が成り立つ。このため、日銀が利上げを実施

し、2022 年及び 2024 年に円買い介入を行ってもなお、円安が止まらない主因になっている可能性が高い。 

このように生産性の低迷は日本経済の万病の元になっている。ではどうすれば生産性は上がるのか。回答

は既にある。昨年のノーベル経済学賞は創造的破壊を研究した３人の学者に授与された。これまでの日本の

成長戦略は、こうすれば良くなる、ああすれば良くなる、が多かった。さらに、これらを流行のバズワード

のように作り出す広告がメディアには溢れている。成長戦略がファッションの流行のように毎年違うバズワ

ードを追っても成果は出ない。創造的破壊の教えは、そのためには地道に破壊すべきものがあり、破壊に伴

うコストを最小限にするセーフティーネットなど社会制度の設計が必要だと示唆する。 

また、インフレの定着と金利上昇は名目ベースの生産性を高める好機だ。コロナ禍以降の産業別の名目生

産性上昇率を見ると、政治圧力で値下げを余儀なくされた通信が G7で最低な一方、金利上昇の恩恵を受ける

金融保険は G7で突出して 1位だった。広範に値上げしたにもかかわらず、飲食と宿泊の 2024 年の生産性の

伸びがマイナスなのは、この面でも問題だ。日本の強みだった製造業は３年連続マイナスだった。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

高市政権の支持率は若年層に支えられて非常に高い。背景は、手取りの減少など世代会計の赤字に苦しむ

若年層が、改革志向の高市政権を強く支持するからである。既得権益を打破する創造的破壊が行いやすい状

況にあるのは心強い現象だ。改革が順調に進めば保守と革新の意味が再度入れ替わる可能性もあるだろう。 

高市政権の重点施策は頭出しであり官民連携による「勝ち筋」が重視されている。夏場の成長戦略の策定

では、生産性の問題を真正面から取り上げて再チャレンジすることを期待したい。（脱稿１月６日） 以上                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     


